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１．はじめに 

 

1996 年の道路審議会において一般公衆から意見を

募集し、その一部を建議に反映するパブリックインボ

ルブメント（以下、PI）のプロセスが導入されて以後、

土木分野における官民協働事例は全国各地で行われ、

関連する研究成果も多数発表されている。こうした中、

官民協働を進めていく上での課題の一つとして、行政

と市民との情報ギャップが挙げられる。特に、参加手

法として説明会やアンケートが採用される際には、多

くの情報が一度に提示されるため、不十分な理解のも

とに意見を言わざるを得ないことが考えられる。こう

した問題における対処方策として、尾畑ら１）は参加手

法を複数準備しておき、参加者の関心や都合に合わせ

て適宜選択出来るようにすることで、関心の高い住民

が十分な情報を得ることを可能にしている。 

こうした情報提供の工夫とは別に、PI 導入時に限ら

ない、より日常的な情報提供も考えられる。こうした

情報提供は、先に示したような関心の高い市民に対し

ては情報を得ることを容易にし、またあまり関心の高

くない市民にとっても知識を得る契機となりうる。市

民の意識と行動に関する社会心理学の行動理論を用い

た心理プロセスモデルにおいても、行動を起こす発端

として「知識」が位置づけられている（図-1 参照）２）。

日常的に情報への接触機会を多く持つことは市民の行

動意図を増進すると考えられる。 
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図-1. 市民の心理プロセスモデル２） 

 

 一方、近年の情報技術の発展により情報取得にかか

る費用は減尐しており、ケータイを用いた情報収集は

一般的となった。こうした状況を踏まえると、ケータ

イによる情報受信を前提とした情報提供が可能である。

ここで土木分野に着目すると、扱う対象は市民が直接

的に接する土木構造物であるため、問題意識が芽生え

たその場において情報を得ることが有効となる。よっ

て、これまで市民が容易には知ることが出来なかった

行政の持つ情報を、即時的・即地的に得られるという

環境づくりには十分な意義がある。 

こうした背景のもと、松本ら３）は市民に土木構造物

の情報を提供するためのシステムとして「土木構造物

トレーサビリティシステム」（以下、土木 TS）を提

案し、必要となる概念設計４）や提供すべき情報の観点

を整理している。本研究では、これまでの成果を基に
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作成した土木 TS プロトタイプにおける情報処理の方

法を記し、それを用いた使用実験により得られた知見

と、市民ニーズを考慮したユーザインターフェース構

築について示す。また、市民間に分散している知を取

り込むためのシステム像について提案する。 

 

２．土木構造物トレーサビリティシステムの概要 

 

（１）収集段階のシステムコンセプトと概要 

従来の紙ベースでの情報提供手法とは異なり、電子

情報ベースの情報提供手法では情報を網羅的に提示す

ることが可能であり、またそれは情報の受け手たる市

民からしても望ましいものであると考えられる。しか

しながらこの際には、行政体内の異なる部局における

言葉の使い方の差違や、異なるフォーマットが問題と

なり、これらを解決する必要がある。 

 また、市民が土木構造物の情報を得たとしても、単

発的であれば、それらを評価したり問題意識を醸成し

たりすることは難しい。なぜなら普段からそれらの情

報に触れている行政職員とは異なり、いわゆる相場

（例：施工費や維持費などの金額、利用率、施設規模

etc）感覚を持っていないからである。そのため、他の

同様の構造物との比較が出来るような、同一基準に基

づいた情報を提示する必要がある。また、ここでは過

去に建造・整備された構造物との比較も考慮に入れる

必要がある。 

これらの観点を踏まえ、情報の収集段階におけるシ

ステムフローを以下に示す。なお、ここで取り扱うデ

ータは既に CSV 形式に変換してあるものとする。 

①フォーマットを共通フォーマットに変換するため

のテンプレートファイルを作成し、データベース内に

格納する。そして、②作成されたテンプレートを用い

て共通フォーマットに変換し、共通データベースに格

納する。またテンプレートファイルを用いて、③同じ

内容を表している項目の対応データを作成し、④グル

ーピングデータを作成する。次に、⑤共通データベー

スより XML ファイルとしてデータを出力し、それら

を用途に合わせて⑥各種フォーマットに変換する。 

（２）提供段階のシステムコンセプトと概要 

 従来の情報公開では市民が情報を得る際の手間・労

力が問題である。そのため土木 TS では、日常的に接

する土木構造物の情報をその場で知ることを可能とす

ることを重視し、情報表示のためのユーザ機器として

ケータイを想定する。これを用いて土木構造物に貼付

された表示板に記された QR コードを読み取ることで

対象物に関する情報へアクセスし、情報を得ることが

出来る。また表示板には対象物の簡易情報も示し、ア

クセスを促すとともに情報提供の意思を表示する（図

-2）。 
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図-2. 情報提供の構成 

 

表-1. web ページの項目一覧 

ページ名 記載項目

基本情報
＜施設名称＞ ＜システム番号＞ ＜所在地＞

＜市設用途＞ ＜設置団体＞ ＜管理団体＞※

≪施設外観≫ ≪周辺地図≫

建物情報

＜建築年度＞ ＜階数＞ ＜構造＞※

＜敷地面積＞ ＜建築面積＞ ＜延床面積＞

＜建築社＞ ＜設計社＞ ≪特別な意匠≫

＜設計図＞ ＜増改築工事の履歴＞

費用情報

○維持にかかる費用

＜年間維持費用＞ ＜電気代＞ ＜ガス代＞

＜水道代＞ ＜電話代＞

○建設にかかる費用

＜建築費用＞ ＜土地取得費用＞

＜費用負担の内訳＞ ＜その他費用＞

受益情報
＜利用者数＞ ＜利用時間＞ ＜受益者＞

＜受益人数＞ ＜建設の経緯＞ ＜利用者の声＞

安全情報

＜耐震改修年度＞ ＜災害対策施設＞

＜耐震診断方法＞※ ＜Is値＞※ ＜q値＞※

＜建築基準法12条による整備対象＞※

＜事故の履歴＞

その他
  情報

○バリアフリー情報

＜エレベーターの有無＞

＜身障者用トイレ＞ ＜身障者用駐車場＞

＜点字ブロック＞ ＜点字プレート＞

○関連情報

＜併設施設＞ ＜賃貸施設の有無＞

注：※は説明ページのリンク付　≪≫は別ページへのリンク  
 

 また、土木 TS で実現すべきことは情報「公開」で

はなく、市民との「情報共有」である。そのためには

提供情報が市民にとって理解しやすいものであり、ま

たその掲示方法は市民ニーズに沿うような最適なペー

ジ構成であることが求められる。 

 

３．市民の情報ニーズに関する実験概要 

 

（１）実験目的 

市民との情報共有のためのシステムには、個々人の

多様な価値観に見合うよう、市民が自らの興味ごとに

情報にアクセスしやすいユーザインターフェースが必

要である。そこで、実稼働時と情報の種類や掲出方法

の点で同様となる土木 TS プロトタイプ（表-1（後述）

参照）を作成し、これを市民に体験してもらいヒアリ

ングを行う。 
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ヒアリングの主たる目的は、土木構造物に関する

様々な情報に対し、どの情報にどの程度の興味が存在

するのかを確認することである。被験者は年齢層・職

業が偏らないように留意し、一般市民から募集を行う。 

主たるヒアリング項目は以下のものが挙げられる。 

 ・情報項目に対する興味程度 

 ・情報項目の掲載順の正しさ 

 ・土木 TS の改善点、わかりにくい項目 

 ・行政に対する信頼性 

・土木 TS に対する期待、利用可能性 

（２）TS プロトタイプで使用した情報項目 

 実験に使用する web ページの項目一覧を表-1 に示

す。使用する情報項目の決定には、①実際に公的団体

が所持する情報、②他の TS で提示されている情報、

③公的機関が示すべき情報、の 3 点を考慮する３）。 

 A 市の建設関連部局の協力を得て、土木構造物関連

のデータベース並びに 5 種類の帳票を提供していただ

いた。これらのデータを基にし、公的情報として付加

すべき情報を追加したうえで、掲載項目と分類を決定

する。実験で対象とする土木構造物は、情報項目を網

羅するものとして会館やホールを選定する。 

（３）実験の流れと使用機器 

 はじめに被験者に対して、既存のトレーサビリティ

システム実例について説明し、その後土木構造物のト

レーサビリティシステムを試用して頂く旨を伝える。 

 その後、ケータイを用いて表示板（図-3）から QR

コードを読み取らせ、実際の使用状況を想定してもら

った後、小型のノート PC を用いて各ページを閲覧さ 

 

 
図-3. QR コード付き表示板 

せる。ノート PC を用いた理由は、通信の待ち時間と 

ケータイ使用に不慣れな人の操作時間を省くためであ 

る。一通り自由に閲覧させた後、ヒアリングを行う。

なお、閲覧中気づいた点、疑問に思った点があれば随

時発言してもらい、発言内容を記録する。 

 

４．実験結果 

 

実施日時、被験者数を表-2 に示す。年齢と性別に関

しては、各年齢階層で男女 2 人ずつに調整した。職業

も、会社員や自営業、主婦やパートと多様な職種の方

を対象とすることができた。なお 1 人当たりのヒアリ

ングにかかった時間は、45 分から 1 時間程度であった。 

表-2. 実験日時及び被験者概要 

実施日時  2010年3月9日(火)～12日(金)

調査方法  1対1の対面式聞き取り調査

被験者数
 20代～60代、計20名

（各年齢階層で男女2名ずつ）
 

（１）土木構造物情報に対する興味 

市民が土木構造物のどの様な情報に対して興味を示

すかについて把握するため、ページ閲覧後に興味を持

った情報、興味の無かった情報について尋ねた。ヒア

リング結果を、情報の中身より分類した分類項目に対

する興味程度として 5 段階で整理した。 

図-4 に各情報項目に対する興味の分布を示す。ここ

では 5 段階の 1 と 2 を選んだ被験者を「興味無し」に、

4 と 5 を選んだ被験者を「興味有り」として集計した。 

 これより、被験者の興味対象は多様であり、どの項

目に対してもある程度ニーズがあることが確認できた。

建物情報の意匠に関しては、興味が無い被験者も多か

った。しかし、本研究ではニーズを持つ人数が尐ない

情報は、逆にニーズの強さは強いと考えており、興味

の無い人が大半でも情報を提供すべきだと考えている。 
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図-4. 各情報分類に対する興味の分布 

(人) 
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（２）各 webページの問題点 

ヒアリングで挙げられた問題点を、情報の不足、表

現の悪さ、ページ構成の悪さ、情報の過剰、の 4 つに

分類した。これらの結果をページ毎（表-1 参照）に計

数したものを表-3 に示す。 

表-3. 各 web ページで指摘された問題点の総数 

不足 表現 構成 過剰 総計

建物情報 8 20 14 5 47

費用情報 15 2 7 24

受益情報 21 5 3 29

安全情報 22 19 4 45

その他 14 8 1 1 24

総計 80 54 29 6 169  

 「建物情報」では専門的な用語を多く用い、かつ用

語説明がなかった建物の意匠ページにおいて、表現の

悪さが多く指摘された。 

 「費用情報」「受益情報」に関しては、他の同様の

施設との比較情報の不足意見が多く、システムコンセ

プトで述べたような他施設との比較出来る情報が必要

であると確認できた。またこの他には、人件費などの

ランニングコストも示すべきとの意見が得られた。 

また「安全情報」についても不足が多いとされたが、

その内容は耐震指標値を測定した人の情報や、実際に

起きた過去の災害と値との関連性など、より詳細な情

報を求める声であった。専門的な情報であっても、知

る機会さえあれば市民ニーズが十分にあることを確認

できた。一方で表現の悪さも多く指摘され、イラスト

や図を用いたより理解しやすい工夫が求められた。 

他の指摘として、普段見慣れない大きな数値をイメ

ージ出来ないため、「平米」ではなく「何畳」といっ

た表現に変えて欲しいとの声があった。この点につい

ては先述の通り比較対象の提示も必要であるが、本研

究ではシステムの使用に伴い徐々に数値に対して見慣

れ、市民が相場観を持つことを想定しており、最終的

には比較対象を用意せずとも情報の持つ意味を理解出

来るようになることを期待している。 

（３）年齢による行政体への信頼評価の差違 

 行政体への興味に関して尋ねたところ、40 代以上の

被験者で関心が高かった。しかし情報提供に対しては、

「読んでも本当かどうかわからず、何を出されても信

用が出来ない」や「生活する上、信用するしかないの

で信用している」のような意見が多かった。現況とし

て文字の量や提供方法に問題があることが確認できた。 

一方若年層では、「普段の生活で必要性を感じない」

のように、行政体に関心がない人が多かった。しかし

ながら、土木 TS の取り組みに対しては、「もっと人

間が見えるようにして欲しい」や「仕事の中身を見せ

ることで信頼は改善する」など期待の声が多く聞かれ、

情報提供による信頼感回復の可能性が示唆された。 

 若年層では自らの生活が行政と関わる機会が尐なく、

行政に対して信頼するための材料が存在していないの

が現状であろう。土木 TS の様に行政からの情報を直

接得ることが当たり前の社会が実現すれば、行政に対

する信頼が確保出来ることが見込まれる結果となった。 

 

５．おわりに 

 

本研究では、これまで一般的に知られなかった土木

構造物情報を提供する土木 TS を提案し、そのシステ

ムコンセプトと構造を述べ、試用実験の結果より得ら

れた知見とシステムの改善点を示した。 

さらに、ヒアリングの自由回答において「歩道やマ

ンションなどでは市民が行政に言わない色々な問題が

ある。それらを受け止めることが出来るものがあれば」、

という声があった。これは現状では市民が気づいた問

題意識が、行政体には届かないことを示している。地

域に住む人が自ら接している土木構造物に対して持っ

た意見や疑問点は、行政が気づかなかった視点をカバ

ーする可能性を有している。 

よって土木 TS では日常的な情報提供に加え、市民

からの情報の掬い上げが可能な構造を準備したい。市

民によって生まれた考え方を行政と共有することは、

「市民知」を集積することであり、市民主体の社会を

生み出していく上で重要である。協働型インフラ・マ

ネジメント手法として、家田ら５）が具体的・即地的な

ニーズや問題を発見する仕組みの重要性を述べている

が、土木 TS がこうした仕組みの一つとなることは十

分可能である。 

今後はこれらを踏まえ、行政に対する信頼を醸成す

るためのシステムの実装に向け、取り組んでいきたい。 
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